
外郭団体の見直しについて（H17当初）

【見直しの方向性】
○中期財政改革の取組み、指定管理者制度の導入を機に、各団体の自主的な

経営努力を促すとともに、財政基盤・人員体制が脆弱な団体の統合等団体

の見直し、財政的・人的県関与の縮減など団体の自立に向けた取組みを更

に進めるために、県出資・財政的（人的）関与の度合いに応じて検討し、

「中期財政改革基本方針」に掲げた目標の着実な実現を図る

・県の出資割合について適正か判断の上見直しを検討

・類似団体同士での統合・解散等あり方について検討

・県の財政的・人的関与の縮減・廃止について検討

※「中期財政改革基本方針」目標

県出資割合５０％以上の団体(現在２２団体)について団体数の３割程度

の削減を目標に団体の統廃合、県出資比率の引下げ等に取り組む

【Ｈ１６年度の見直し結果】

１．団体のあり方の見直し

（１ 「解散」予定の団体〔３団体〕）

○今後の業務を整理した上で類似他団体等へ事業継承し解散

「(財)しまね長寿社会振興財団 （Ｈ１６年度末解散）」

→ 「(社福)島根県社会福祉協議会」へ継承

「(財)並河萬里写真財団 （Ｈ１７年度中に解散）」

→ 「(財)島根県文化振興財団」へ継承

○設立目的をほぼ達成したことから解散

「(社)島根県観光開発公社 （Ｈ１６年度末事業廃止）」

（２）県関与を縮減する予定の団体(県出資割合の引き下げ等)〔２団体〕

○Ｈ１６年度中に県出資割合を見直し団体の自主・自立性を高める

「(財)島根難病研究所」 「(財)島根県建築住宅センター」

（３）今後の取組み

○県出資割合５０％以上の団体について、県関与の度合い(団体の自立性)

・団体間の業務の類似性・人的体制・財政基盤等の観点から課題を整理

し、方向性を具体的に検討（参考： 県出資等団体一覧 ）「 」



２．県の関与の縮小

（１）人的関与

代表者・理事等からの退任及び県派遣・ＯＢ職員について継続見直し

①代表者等役員の就任状況

○「知事・副知事・部長」が代表の団体

H15：２４団体 → １３団体（▲１１団体：H17年１月末現在）

「知 事」 H15：１５団体 → H16：１１団体（▲４団体）

「副知事」 H15： ６団体 → H16： ２団体（▲４団体）

「部 長」 H15： ３団体 → H16： ０団体（▲３団体）

○非常勤役員への関与状況（代表者除く）

〔理 事〕

県職員 H15：３６団体８８人 → H16：２６団体４８人(▲40人)

県ＯＢ H15：１２団体２１人 → H16：１１団体１６人(▲ 5人)

〔経営委員・評議員〕

県職員 H15：２４団体６２人 → H16：２５団体７０人( 8人)

県ＯＢ H15：１０団体２０人 → H16： ９団体１４人(▲6人)

〔監 事〕

県職員 H15：２０団体２０人 → H16： ２団体 ２人(▲18人)

県ＯＢ H15： ８団体 ８人 → H16： ６団体 ６人(▲ 2人)

②職員等の関与状況

必要性を充分検証した上で、必要最低限とし漸減する

・県職員 〔Ｈ１５：１３団体 ３４人〕

→ Ｈ１６：１３団体 ３２人（▲２人）

→ Ｈ１７：１０団体 ２６人（▲６人）見込み

・県ＯＢ 〔Ｈ１５：３３団体 ５３人〕

→ Ｈ１６：３０団体 ４８人（▲５人）

→ Ｈ１７：３０団体 ４５人（▲３人）見込み



（２）財政的関与

○県からの補助・委託事業費の縮減等

16 ：約82.1億円→ 17 ：約59.4億円（▲約22.7億円）H H当初予算 当初予算

①指定管理関連［ 16 約28.7億円→H17：約17.2億円（▲約11.5億円 ］H : ）

【縮減の主なもの】

(社)島根県観光開発公社･･ 16：約4.9億円→ 17：0（▲約4.9億円）H H

( )島根県社会福祉事業団･･ 16：約2.1億円→H17：0(▲約2.1億円)社福 H

(財)島根県文化振興財団･･H16:約7.3億円→H17:5.6億円(▲約1.7億円)

(財 )三瓶ﾌｨｰﾙﾄﾞﾐｭｰｼﾞｱﾑ財団 ･･H16：約4.1億円→H17：約3.0億円(▲約1.1億円 )

（財)島根県体育協会･･ 16：約3.8億円→ 17約3.3億円（▲約0.5億円）H H

②指定管理以外［約53.4億円→H17：約42.2億円（▲約11.2億円 ］）

【縮減の主なもの】

(財)島根県文化振興財団･･H16:約3.6億円→H17:1.4億円(▲約2.2億円)

・石西県民文化会館・博物館の委託費減、事業費の縮減等

(財)島根県長寿社会振興財団･･ 16：約0.7億円→0（▲約0.7億円）H

・解散（事業の一部は(社福)島根県社会福祉協議会へ継承）

◎県の事業縮減による委託・補助事業費の減

(社)島根県林業公社･･ 16：約15.5億円→約14.3億円（▲約1.2億円）H

(社)しまね農業振興公社･･ 16：約1.6億円→ 17：約1.0億円(▲約0.6億円)H H

(財)しまね産業振興財団 ･･ 16：約8.4億円→ 17：約6.9億円(▲約1.5億円)H H

（財)島根県体育協会･･ 16：約2.7億円→約2.0億円（▲約0.7億円）H

(参考）県予算に影響のない県に準じた削減

→運用財産を活用した自主事業の規模縮減［▲約1.9億円］

・(財)北東アジア地域学術交流財団

・(財)しまね女性センター

・(財)島根県文化振興財団

・(社福)島根県社会福祉協議会

･･･(財)島根長寿社会振興財団からの継承事業



県 出 資 等 団 体 一 覧 表 経営評価対象：H16年度２７団体 →　H17：23団体

名　　　　称 設立

基本財産（単位：千円）
県出資
等割合

H17年4月
指定管理

Ｈ１６見直し内容
合計額 県出資等

1

県
出
資
等
比
率
50
％
以
上

1 (財)北東アジア地域学術交流財団 H11. 8 100,000 100,000 100.0%

2 2 (財)しまね海洋館 H 9. 4 100,000 100,000 100.0% ○

3 3 (財)ふるさと島根定住財団 H 4. 9 400,000 400,000 100.0%

4 4 (財)しまね女性センター H10.10 112,050 100,000 89.2% ○

5 5 (財)島根ふれあい環境財団２１ H13. 3 100,000 100,000 100.0%

6 6 (財)三瓶ﾌｨｰﾙﾄﾞﾐｭｰｼﾞｱﾑ財団 H 3. 7 100,000 80,000 80.0% ○

7 7 (財)島根県文化振興財団 H 9. 3 100,000 100,000 100.0% ○

8 8 (財)島根県並河萬里写真財団 H 6. 7 100,000 100,000 100.0%

9 9 (財)しまね国際センター H 1.11 1,282,000 1,012,500 79.0%

10 10 (財)島根県環境保健公社 S48. 2 1,000 1,000 100.0%

11 11 (財)島根難病研究所 S51. 3 1,000 1,000 100.0%
県出資等割合の減

参考 ：  → 10,000基本財産積み増し（9,000千円）後 1,000 10.0%

12 12 (財)しまね長寿社会振興財団 H 3.10 30,000 30,000 100.0% H16年度末解散

13 13 (財)島根県障害者スポーツ協会 S54. 5 255,000 200,000 78.4%

14 14 (財)島根県みどりの担い手育成基金 H 5. 3 2,128,422 1,928,272 90.6%

15 15 (社)島根県林業公社 S40. 6 450,000 225,000 50.0%

16 16 (財)くにびきメッセ H 3. 9 809,027 515,007 63.7% ○

17 17 (財)しまね産業振興財団 S48. 4 146,196 146,196 100.0% ○

18 18 〔特〕島根県土地開発公社 S48. 4 30,000 30,000 100.0%

19 19 〔特〕島根県住宅供給公社 S40.12 10,000 10,000 100.0%

20 20 (財)島根県建設技術センター　　　　 H 8. 3 100,000 100,000 100.0%

21 21 (財)島根県建築住宅センター S49. 7 2,000 1,000 50.0%
県出資等割合の減

参考 ：  → 5,000基本財産積み増し（3,000千円）後 1,000 20.0%

22 22 (財)島根県暴力追放県民センター H 4. 5 428,877 300,000 70.0%

23

県
出
資
等
比
率
25
％
以
上
50
％
未
満

1 (財)島根県育英会 S33. 6 528,005 210,000 39.8%

24 2 (社)島根県私学教育振興会 S39.12 260,280 110,000 42.3%

25 3 (財)島根県環境管理センター H 4. 3 224,140 70,000 31.2%

26 4 (財)島根県生活衛生営業指導センター S59. 3 4,100 2,000 48.8%

27 5 (財)島根県国民年金福祉協会 S47.11 650 300 46.2%

28 6 (社)島根県畜産振興協会 H14. 4 217,560 90,000 41.4%

29 7 (株)島根県食肉公社　　　　　　　　 S55. 5 1,297,000 460,000 35.5%

30 8 〔特〕島根県漁業信用基金協会 S28. 8 2,797,025 1,226,550 43.9%

31 9 (社)島根県観光開発公社 S41. 6 120,500 50,000 41.5% ○ H16年度末事業廃止

32 10 (財)島根県石央地域地場産業振興ｾﾝﾀｰ S59. 8 30,000 10,000 33.3%

33 11 〔特〕島根県信用保証協会 S24. 3 16,094,000 4,564,702 28.4%

34 12 (財)島根県勤労福祉事業団 S52. 3 1,250 500 40.0%

35 13 (株)出雲空港ターミナルビル S55. 6 330,000 100,000 30.3%

36 14 (株)隠岐空港ターミナルビル S61. 8 80,000 20,000 25.0%
37 15 (株)石見空港ターミナルビル H 3. 9 480,000 144,000 30.0%

38

県
出
資
等
比
率
25
％
未
満

1 (株)隠岐振興 H 3.10 462,000 50,000 10.8%

39 2 (財)邑智郡広域振興財団 H 5. 3 900,000 189,410 21.1%

40 3 (財)島根教育学術文化国際交流基金 S59. 9 69,886 10,000 14.3%

41 4 (社福)島根県社会福祉事業団 S40. 7 30,000 4,700 15.7%

42 5 (更生)島根保護観察協会 S32. 9 57,790 5,000 8.7%

43 6 (財)しまね農業振興公社 S45. 8 228,700 1,000 0.4%

44 7 〔特〕島根県農業信用基金協会 S37. 2 3,600,820 481,280 13.4%

45 8 (社)島根県野菜価格安定基金協会 S46. 7 363,900 55,000 15.1%

46 9 (社)島根県水産振興協会 H 4.10 1,908,150 300,000 15.7%

47 10 (財)島根県東部勤労者共済会 H 7. 9 100,217 20,000 20.0%

48 11 (株)ゆうひパーク浜田 H 4.11 84,000 10,000 11.9%

49 12 (財)島根県西部勤労者共済会 H10.11 54,588 13,000 23.8%

50 13 (株)琴引フォレストパーク S62.12 521,300 20,000 3.8%

51 14 (財)島根県体育協会 S46. 3 214,000 35,000 16.4% ○
52 15 (財)日本ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ島根連盟維持財団 S44. 8 34,840 3,000 8.6%

※三瓶財団の県出資等には、Ｈ１６年３月に統合した「ふれあいの里奥出雲財団」への県出資等５千万円を含む
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